
平成 15年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 14年 11月 14日

上   場   会   社   名   理研ビタミン株式会社 上場取引所 東

コード番号      4526 本社所在都道府県

(URL http://www.rike-vita.co.jp/) 東京都

代　　　表　　　者 代表取締役社長　　堺　　美保

問合せ先責任者 取締役経理部長　　山下　　隆 TEL (03) 5275 - 5111
中間決算取締役会開催日　　平成 14年 11月 14日 中間配当制度の有無　　有
中間配当支払開始日　　      平成 14年 12月 10日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 14年 9月中間期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)経営成績 （注）金額は百万円未満を切り捨て

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 32,432 △ 3.5 1,944 △ 20.1 1,904 △ 24.3
13年 9月中間期 33,596 5.1 2,434 △ 0.8 2,516 △ 4.5
14年 3月期 65,144 4,472 4,786

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 1,059 △ 25.7 44.83
13年 9月中間期 1,426 △ 9.7 60.30
14年 3月期 2,733 115.57
(注)①期中平均株式数    14年 9月中間期    23,641,954 株   13年 9月中間期    23,651,551 株   14年 3月期    23,649,699 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）14年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当    -  円     銭

14年 9月中間期 10.00 －    特別配当    -  円     銭

13年 9月中間期 10.00 －
14年 3月期 － 20.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 59,276 40,059 67.6 1,694.65
13年 9月中間期 64,738 38,966 60.2 1,647.56
14年 3月期 63,259 39,350 62.2 1,664.21
(注)①期末発行済株式数　14年 9月中間期     　23,638,553 株　13年 9月中間期     　23,651,259 株　14年 3月期     　23,645,254 株

 　 ②期末自己株式数　　14年 9月中間期         　13,997 株　13年 9月中間期          　1,291 株　14年 3月期          　7,296 株

２. 15年 3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 65,500 4,400 2,500 10.00 20.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   105 円 76 銭 

※本資料における予想は、現時点において想定できる経済情勢、市場動向や事業環境などを前提として作成したもの
　　であり、今後の様々な要因変化により予想数値と実際の業績が異なる可能性があります｡



1.個別中間財務諸表等

（１）中間貸借対照表 （百万円未満切捨て）
期　別 当中間会計期間末 前事業年度

比較増減
科　　　目 金　額 構成比 金　額 構成比 金額 金　額 構成比

　　（資　産　の　部） 　　　％ 　　　％ 　　　％
Ⅰ　流　動  資 産 31,785 53.6 37,201 57.5 △    5,415 35,976 56.9
現 金 及 び 預 金 5,423 5,900 △    476 8,465
受 取 手 形 2,195 2,720 △    524 2,506
売 掛 金 14,266 15,536 △    1,270 14,249
有 価 証 券 2,508 5,747 △    3,238 3,134
た な 卸 資 産 5,992 6,052 △    59 6,026
繰 延 税 金 資 産 578 524 54 581
そ の 他 流 動 資 産 822 724 97 1,014
貸 倒 引 当 金 △    1 △    3 2 △    3

Ⅱ　固 定 資 産 27,490 46.4 27,536 42.5 △    45 27,282 43.1
有 形 固 定 資 産 11,795 19.9 11,533 17.8 261 11,537 18.2
建 物 4,748 4,428 319 4,248
機 械 及 び 装 置 3,789 4,094 △    304 3,762
土 地 2,420 2,420 - 2,420
そ の 他 有形 固定 資産 836 590 246 1,106

無 形 固 定 資 産 517 0.9 282 0.4 234 438 0.7

投 資 そ の 他 の 資 産 15,177 25.6 15,719 24.3 △    541 15,306 24.2
投 資 有 価 証 券 8,551 10,379 △    1,827 8,705
関 係 会 社 株 式 2,408 2,408 - 2,408
関 係 会 社 出 資 金 1,790 1,278 512 1,613
関 係 会 社長 期貸 付金 1,710 934 775 1,866
そ の 他 723 737 △    14 730
貸 倒 引 当 金 △    6 △    18 12 △    18

　資　 産　 合　 計 59,276 100.0 64,738 100.0 △    5,461 63,259 100.0
　（負　債　の　部） 　　　％ 　　　％ 　　　％
Ⅰ　流 動 負 債 16,499 27.8 22,284 34.4 △    5,784 21,085 33.3
支 払 手 形 1,263 1,871 △    608 1,574
買 掛 金 5,691 9,380 △    3,688 9,073
短 期 借 入 金 2,200 2,200 - 2,200
未 払 費 用 3,319 4,138 △    818 3,610
未 払 法 人 税 等 812 990 △    178 1,011
未 払 消 費 税 等 123 126 △    2 146
賞 与 引 当 金 655 676 △    21 718
そ の 他 流 動 負 債 2,434 2,901 △    467 2,752

Ⅱ　固 定 負 債 2,717 4.6 3,487 5.4 △    769 2,822 4.5
繰 延 税 金 負 債 1,879 2,261 △    381 1,888
退 職 給 付 引 当 金 95 522 △    426 212
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 164 141 22 158
預 り 保 証 金 577 561 15 563

　負　 債　 合　 計 19,217 32.4 25,771 39.8 △  6,553 23,908 37.8
　（資　本　の　部）
Ⅰ　資　  本　  金 2,537 4.3 2,537 3.9 - 2,537 4.0
Ⅱ　資 本 剰 余 金 2,465 4.2 2,465 3.8 - 2,465 3.9
Ⅲ　利 益 剰 余 金 32,258 54.4 30,389 47.0 1,869 31,459 49.7
Ⅳ　その他有価証券評価差額金 2,818 4.7 3,577 5.5 △  758 2,899 4.6
Ⅴ　自　己　株　式 △  20 △  0.0 △    2 △  0.0 △  18 △  11 △  0.0
　資　 本　 合　 計 40,059 67.6 38,966 60.2 1,092 39,350 62.2
　負債及び資本合計 59,276 100.0 64,738 100.0 △  5,461 63,259 100.0

（平成14年９月30日） （平成13年９月30日） （平成14年３月3１日）
前中間会計期間末
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（２）中間損益計算書

（百万円未満切捨て）

　　　　　期　　別 当中間会計期間
比　較
増　減

科　　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　額 金　　額 百分比
％ ％ ％

Ⅰ 売　　　　上　　　　高 32,432 100.0 33,596 100.0 △ 1,163 65,144 100.0

Ⅱ 売　　上　　　原　　価 21,826 67.3 22,324 66.5 △ 498 43,925 67.4

10,606 32.7 11,271 33.5 △ 664 21,218 32.6

Ⅲ 販売費 及び 一般管理費 8,661 26.7 8,836 26.3 △ 174 16,746 25.7

1,944 6.0 2,434 7.2 △ 489 4,472 6.9

Ⅳ 営　 業 　外 　収 　益 191 0.6 194 0.6 △ 3 460 0.6
受 取 利 息 24 13 10 22
受 取 配 当 金 80 102 △ 22 155
賃 貸 料 56 55 1 111
そ の 他 30 23 7 171

Ⅴ 営　 業 　外 　費 　用 232 0.7 113 0.3 118 146 0.2
支 払 利 息 41 47 △ 6 93
為 替 差 損 166 - 166 -
そ の 他 23 65 △ 41 52

1,904 5.9 2,516 7.5 △ 612 4,786 7.3

Ⅵ 特　別　利　益 9 0.0 - - 9 - -
貸 倒 引 当 金 戻 入 9 - 9 -

Ⅶ 特　別　損　失 61 0.2 101 0.3 △ 40 142 0.2
固 定 資 産 除 却 損 33 - 33 40
投 資 有 価 証 券 評 価 損 27 101 △ 73 101

1,852 5.7 2,414 7.2 △ 562 4,644 7.1

739 2.3 900 2.7 △ 160 1,761 2.7

52 0.1 88 0.3 △ 36 149 0.2

1,059 3.3 1,426 4.2 △ 366 2,733 4.2

892 656 236 656

- - - 236

1,952 2,082 △ 130 3,152

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

売 上 総 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益

至平成14年9月30日 至平成13年9月30日 至平成14年3月31日

自平成14年4月1日 自平成13年4月1日 自平成13年4月1日

前中間会計期間 前事業年度
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　1.資産の評価基準及び評価方法

　　①たな卸資産　　　　…………………… 総平均法による原価法

　　②有価証券
子会社株式及び関連会社株式………… 移動平均法による原価法
その他有価証券　
　　時価のあるもの　…………………　 中間期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は
　移動平均法によっている）

　　時価のないもの　…………………　 移動平均法による原価法

　　③デリバティブ　………………………… 時価法

　2.固定資産の減価償却の方法
　有形固定資産　…………………… 定率法
　　　但し、平成10年4月1日以降取得の建物(建物附属設備を除く)については定額法

　無形固定資産　　･………………………………………………･……………定額法
　　　但しソフトウエア(自社利用分）については、社内における利用可能期間(5年）に基づく定額法

　3.引当金の計上基準
貸倒引当金
　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
　　　特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上しております。

賞与引当金
　　　従業員に対して支給する賞与にあてるため、当期に支払う賞与のうち当中間期の費用となる金
　　　額を、当中間期末直前の支給実績を基準に月割りで見積もり計上しております。

退職給付引当金
　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
　　　基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
　　　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による
　　　定額法により翌事業年度より費用処理しております。
役員退職慰労引当金
　　　役員退職慰労金にあてるため、内規に基づく中間期末要支給額全額を計上しております。

　４.リ－ス取引の処理方法
　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リ－ス取引につい
　　ては通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　５.ヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法…………………繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　振当処理の要件を満たしている場合は、振当処理を採用しております。　
②ヘッジ手段とヘッジ対象
　　ヘッジ手段･………………為替予約
　　ヘッジ対象･………………外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引
③ヘッジ方針　　………………ヘッジ対象の範囲内で将来の為替相場の変動によるリスクを回避する

　　　　目的で利用しております。
④ヘッジの有効性評価の方法　………　ヘッジ対象とヘッジ手段について、相場変動額をヘッジ期間

　　　　　　　　　全体にわたり比較し、有効性を評価しております。

　６.その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　　消費税等の会計処理は、税抜き方式によっております。

追加情報
　(自己株式及び法定準備金取崩等会計）
　当中間期から、｢自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準｣(企業会計基準第1号）を適用
しております。これによる当中間期の損益に与える影響はありません。
　なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間期における中間貸借対照表の資本の部については、
改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。また、前中間期末及び前事業年度末について
も改正後の表示区分に組替えております。

－２０－



　　［中間貸借対照表：注記］
単位：百万円

当中間期 前年中間期 前　期

　１．有形固定資産の減価償却累計額 22,032 20,852 21,500

　２．保証債務残高
　　　①関係会社の金融機関借入等に対する債務保証

ﾘｹﾋﾞﾀ・ﾏﾚｰｼｱ Sdn.Bhd. 1,043 14 8
ﾘｹﾋﾞﾀ・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ Pte Ltd 49 38 56
天津理研維他食品有限公司 245 - 199
理研食品㈱ - - 82

　　　②従業員の財形ロ-ン保証 28 32 30

　３．中間期末(期末)日満期手形
　　　 中間期末(期末)日満期手形は手形交換日をもって決
　　　 済処理をしております。なお、前中間期末(期末)の
　　　 末日が金融機関の休日であったため、以下の中間期
　　　 末(期末)満期手形が中間期末(期末)残高に含まれて
　　　 おります。

　　受取手形 - 382 404
　　支払手形 - 549 469
　　その他流動負債に含まれる設備支払手形 - 75 101

　　［中間損益計算書：注記］ 単位：百万円

当中間期 前年中間期 前　期
　１．減価償却実施額
　　　　有形固定資産 724 741 1,580
　　　　無形固定資産 35 4 11

　２．研究開発費の総額 1,258 1,153 2,353

　３．販売費及び一般管理費の主なもの

　　　　販売促進費 1,307 1,413 2,557
　　　　広告宣伝費 709 690 1,122
　　　　運賃･保管料 2,030 2,109 4,022
　　　　給料手当・賞与 1,103 1,126 2,621
　　　　賞与引当金繰入 305 339 358
　　　　退職給付費用 166 137 275
　　　　減価償却費 47 24 42
　　　　研究開発費 1,258 1,153 2,353

- ２１ -



　１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　　① リース物件の取得価額相当額等 (単位：百万円）
当 中 間 期 前 年 中 間 期

取得価額 減価償却 中間 取得価額 減価償却 中間 取得価額 減価償却

累計額 期末残高 累計額 期末残高 累計額 期末残高

相当額 相当額 相当額 相当額 相当額 相当額 相当額 相当額 相当額

機械及び装置 1,196 564 632 1,603 633 970 1,626 729 897
工具器具備品 738 343 395 614 257 357 660 299 360
無形固定資産 290 215 74 340 207 133 313 208 104
計 2,225 1,123 1,102 2,559 1,098 1,460 2,600 1,237 1,363

　　　② 未経過リース料中間期末残高相当額 　　　(単位：百万円）
当中間期 前年中間期 前　期

１年以内 397 448 439
１年超 730 1,039 951
計 1,128 1,488 1,391

　　　③ 支払リース料等 　　　(単位：百万円）
当中間期 前年中間期 前　期

支払リース料 239 274 541
減価償却費相当額 224 256 506
支払利息相当額 14 18 35

　　　④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

    減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし､残存価額を零とする定額法によっております｡

    利息相当額の算定方法
ﾘｰｽ料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし､各期への
配分方法については利息法によっております。

　２．オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料 　　　(単位：百万円）
当中間期 前年中間期 前　期

１年以内 5 5 5
１年超 5 10 7
計 10 15 12

前　   期

-２２-



２．部門別売上高
（百万円未満切捨て）

部門 区　分

家庭用食品 ドレッシング類 乾燥わかめ
  (ノンオイルｽ-ﾊﾟ-ﾄﾞﾚｯｼﾝｸﾞ青じそ)   (ふえるわかめちゃん)

和風だしの素類 海草サラダ類
  (化学調味料無添加素材力本かつおだし)生わかめ類  　一般家庭用向け

食 中華レトルト類 わかめス-プ類
  (こくうまｼﾘ-ｽﾞ､中華百選) わかめご飯類

業務用食品 和風調味料類 乾燥わかめ
品 中華調味料類   (ふえるわかめ花ざいく)  　料飲食店用料理素材

洋風調味料類 海草サラダ類 　　〃　調味料･ス-プ
米飯調味料類 生わかめ類  　集団事業所給食用

事 ドレッシング類 わかめご飯類  　学校給食用
たれ・ソ-ス類

加工食品用原料 麺用ス-プ類 乾燥ﾌﾚ-ｸわかめ
業 粉末･液体調味料 わかめ粉末  　加工食品原料･素材

ｽﾅｯｸ調味料 惣菜用調味わかめ具材  　即席及び麺用ｽ-ﾌﾟ･ｿ-ｽ
たれ・ソ-ス類 調理海草類  　惣菜用具材
エキス類 乾燥食品  　惣菜用調味料･ｽ-ﾌﾟ等
餡製品 冷凍野菜類
健康食品  　栄養補助食品

食品用改良剤 食品用乳化剤類 乳化油脂類  　 ﾊﾟﾝ､ｱｲｽｸﾘ-ﾑ､ﾏ-ｶﾞﾘﾝ
機能性油脂類  　 豆腐､麺､水練品､飲料
加工油脂類  　 等その他加工食品全般
天然色素･甘味料類  　 色素製剤

化  ﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸの流滴剤･滑剤

成 工業用改良剤 ﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸ用添加剤類  PVC工業用滑剤
品  POﾗｯﾌﾟ用防曇剤
事 食品包装用添加剤類  食品包装用ラップ

業

ビタミン類 医薬用ﾋﾞﾀﾐﾝＡ､Ｅ  医薬用（生理活性剤）

化粧用ﾋﾞﾀﾐﾝＡ､Ｅ  化粧用（生理活性剤）

食品用ﾋﾞﾀﾐﾝＥ  食品用（抗酸化剤,健康食品用）

飼料用ﾋﾞﾀﾐﾝＥ  飼料用（抗酸化剤,栄養強化用）

その他 洗剤

当社の主な取り扱い商品群

主　要　品　群 用　　途

ﾋﾞ
そ ﾀ
の ﾐ
他 ﾝ
事
業

当中間会計期間 前事業年度

金　　額 構成比 金　　額 構成比 増減額 前年比 金　　額 構成比
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

食品部門 27,762 85.6 28,766 85.6 △ 1,003 96.5 55,553 85.3
　家庭用食品 9,515 29.3 9,919 29.5 △ 403 95.9 17,770 27.3
　業務用食品 5,709 17.6 5,853 17.4 △ 143 97.5 11,666 17.9
　加工食品用原料 6,174 19.1 6,511 19.4 △ 337 94.8 13,289 20.4
　食品用改良剤 6,363 19.6 6,482 19.3 △ 118 98.2 12,827 19.7
化成品部門 2,302 7.1 2,374 7.1 △ 72 97.0 4,766 7.3
ビタミン・その他部門 2,367 7.3 2,454 7.3 △ 87 96.4 4,824 7.4
　　　   合　計 32,432 100.0 33,596 100.0 △ 1,163 96.5 65,144 100.0
（うち輸出） ( 1,181) ( 3.6) ( 1,339) ( 4.0) (△ 157) (88.2) ( 2,609) (　 4.0)

前中間会計期間 前年比

- ２３ -


